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Ａ．研究目的 

  2018年、本邦での臓器提供数は95例であった。

この数では一施設で臓器提供を繰り返し経験しノ

ウハウを蓄積することは難しい。また、臓器提供を

円滑に進めるためには人的、物的資源が必要であ

り、日常診療に支障をきたすことも少なくない。これ

は災害対応に似て、院内だけでの対応では限界

があり、地域での相互支援が必要だと考える。 

 静岡県では臓器提供の経験がない（少ない）施

設において安心して提供ができるように、臓器提供

が日常診療の妨げにならないように、地域内の相

互支援体制の構築にむけた話し合いを開始した。 

 

Ｂ．研究方法 

  静岡県健康福祉部医療健康局疾病対策課と話

し合いを行い、臓器提供における地域内での相互

支援体制の必要性について共有した。 

 静岡県健康福祉部医療健康局疾病対策課にて

5類型施設で臓器提供が発生した場合に担当する

診療科を対象に、臓器提供の際の支援体制の必

要性について調査を行った（図１）。 

  

Ｃ．研究結果 

 対象28施設全ての施設、82の診療科から回答が

あった（図２）。臓器提供の際に支援医師を希望し

たのは62.2％であった。支援医師に依頼したい内

容は、全体の手順(47.6%)、ドナー管理(41.5%)が多

かった。医師以外に支援してほしい内容では事務

手続き(52.4%)、家族看護(50.0%)の要望が高かった。 

 A群：臓器提供の体制整備が出来ており、臓器提

供の経験がある施設、B群：臓器提供の体制整備

が出来ているが、臓器提供の経験がない施設、C

群：臓器提供の体制整備が出来ていない施設、の

3群に分けて解析を行った。B群の病院が支援医

師の必要性を最も感じていた(76%)。A群の病院で

も支援医師の必要性を感じていたが(65.6%)、C群

の病院では支援医師の要望が少なかった(44.0%)。 

B群、C群では手順について支援の要望が高かっ
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たが、A群ではドナー管理の要望が最も高かった。 

 

Ｄ．考察 

  アンケート結果より臓器提供の際に支援する医

師がいると、一連の流れを円滑に進めることが出来

る様になるのではないかと考える。臓器提供の経

験がない施設では、全体像が把握できない漠然と

した不安感を軽減することが出来、患者家族に対

しても臓器提供について話をしやすくなる可能性

がある。また、経験がある施設にとっても、臓器提

供は診療スタッフに負担を強いるイベントである。

支援医師の存在によってこの負担を少しでも軽減

し日常診療に支障を来さないようにするのも重要で

あろう。経験がある施設、ない施設、それぞれのニ

ーズを理解し支援する必要がある。 

静岡県ではこのアンケート結果を受けて、静岡

県臓器提供支援チームを立ち上げることとした。5

類型病院の医師の中から臓器提供の経験があり趣

旨に賛同する者をチームメンバーとし支援医師の

会を立ち上げた。さらに、相談内容に個人的に対

応するのではなく、チームとして対応できるように、

県内の臓器提供事例の概要を共有し、話し合える

場を設定した。臓器提供の現場から要請を受けた

際には、このメンバーの中から対応する医師を選定

し、メンバー同士で相談しながら対応できる体制を

準備している。 

 

Ｅ．結論 

  臓器提供における院外からの支援の必要性に

ついてアンケート調査を行った。アンケートの結果、

臓器提供の経験がない施設、ある施設、両方とも

院外からの支援が必要との答えが多かった。 

 静岡県では支援医師の会を立ち上げ、臓器提供

がある際に現場の要望に応じて院外からの支援を

行う体制の整備をすすめている。 
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